
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 115% 93%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

離島航路整備法第三条
（離島航路への補助のみ）

主要政策・施策

22,872

実施方法

27年度

地域公共交通確保維持改善事業 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 交通支援課 課長 原田 修吾

事業名

会計区分

30年度

1,126

翌年度へ繰越し ▲ 6,690

計

29年度

その他の事項経費

▲ 2,070

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

　生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・実情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシステム
の導入等移動に当たっての様々な障害（バリア）の解消等がされるよう、地域公共交通の確保・維持・改善を支援する。
<補助率>
○地域公共交通確保維持事業　　定額、１／２、３／１０、１／１０
○地域公共交通バリア解消促進等事業　　１／２、２／５、１／３、１／４
○地域公共交通調査等事業　　１／２

2,511

29,009

- -

▲ 3,323

4,880補正予算

予備費等

当初予算 21,361

3,3232,070

34,008

平成２３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　地域公共交通を巡る現状は、民間交通事業者や地方公共団体等の懸命の努力にもかかわらず、バス路線の廃止が続いているほかバス事業者の経営破
綻も各地で起きている等、地域の生活交通は崩壊状態にあり、移動手段の確保は待ったなしの状況にある。
　本事業の実施により、生活交通の確保・維持・改善が図られ、高齢者や障害者などの交通弱者を含め、人々の社会参加の機会が確保されることを通じて、
高齢化の急速な進展の中で、社会経済の活性化とともに国民の安全安心なくらしを守る。

前年度から繰越し 8,878 6,690

平成３０年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

36,077 28,618 22,619 24,273 29,327

27,597 22,274

執行率（％） 94% 96% 98%

－

-

20,950 29,327

関係する
計画、通知等

29,327

30年度当初予算

20,750

151

40

7

2

0

20,950

40

7

2

事業番号 0291

海洋政策、観光立国、交通安全対策、高齢社会対策、
自殺対策、障害者施策、少子化社会対策、男女共同参
画、地方創生

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

地域公共交通確保維持改
善事業費補助金

地域公共交通維持・活性化
推進調査費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」9,653
バリアフリー化等の推進のため十分な予算を確保するため。

31年度要求

29,065

213

0



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成30年度実施施策に係る政策評価の事前分析表（施策目標27 地域公共交通の維持・活性化を推進する）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成30年度実施施策に係る政策評価の事前分析表（施策目標27 地域公共交通の維持・活性化を推進する）

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

885

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成30年度実施施策に係る政策評価の事前分析表（施策目標27 地域公共交通の維持・活性化を推進する）

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　　Ｘ/Ｙ

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

1,128 908 1,013

27年度 28年度 29年度

活動実績

29年度

百万円

％

地域公共交通確保維持改善事業における事業を執行
した延べ協議会数

生活交通の存続が危機に
瀕している地域等における
移動手段を100％確保・維
持する。

25

達成度 ％

件

29,960/908

30年度活動見込

29 33

％

生活交通の存続が危機に
瀕している地域等における
移動手段を100％確保・維
持する。

定量的な成果目標

％

％

地方バス路線の維持率
（年度末に引き続き運航さ
れている地域間幹線系統
数/前々年度に国土交通大
臣が認定した地域間幹線
系統数）

目標値

成果指標 28年度

生活交通手段として航空輸
送が必要である離島のうち
航空輸送が維持されている
離島の割合
（当該年度において航空輸
送が確保されている離島数
/平成24年度において航空
輸送が確保されている空港
を有し、かつ近隣都市へ代
替交通手段で移動すると概
ね2時間以上かかる有人離
島数）

成果実績

％

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

32

単位

補助金交付決定額（百万円）（Ｘ）　／件数（Ｙ）

単位当たり
コスト

29年度
中間目標

10096

単位 27年度

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

生活交通の存続が危機に
瀕している地域等における
移動手段を100％確保・維
持する。

有人離島のうち航路が就
航している離島の割合
（旅客定期航路または不定
期航路が確保されている離
島数/架橋されていない及
び海上公共交通に依存し
ている有人離島）

成果実績 ％

目標値

1,037 909 825

32,558/1,128

28年度

25,043/1013

目標最終年度

- - - - 100

年度

-

100

-

100 100 100 - -

- 100

年度

100 96 100 - -

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

98.3 98.6

-

98.6 98.5

-

98.5 -

-

-

達成度

98.3

-

-

年度 年度30

32 年度

-

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

100 100 100 - -

- - -

-

-100

27年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

27.1 28.6

362 516

6 8

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は地域公共交通の確保・維持・改善することを目的としており、交通手段の確保や維持、様々な障害（バリア）の改善など行うことにより、地域
公共交通の維持・活性化を推進するものである。

28年度 29年度
中間目標 目標年度

- 年度

実績値 市町村

32 年度

（１０９）デマンド交通の導入数

- -

目標値 市町村

35

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度
中間目標 目標年度

- 年度 32 年度

（１１０）ＬＲＴの導入割合（低床式路面電車の導入割合）

実績値 % 30.4 - -

目標値 % - - - -

（１０８）鉄道事業再構築実施計画（鉄道の上下分離等）
の認定件数

実績値 件 9 - -

目標値 件 - - - - 10

28年度 29年度定量的指標 単位 27年度

測
定
指
標

中間目標 目標年度

-

100

目標年度

- 年度 30

- -- -

% 100

単位 27年度 28年度

23 -

目標値 件

29年度
中間目標

28年度 29年度

100 -

-

32

-

16,165 20,196 - -

目標値 系統 -

%実績値

-

- 年度

定量的指標
年度

% -

17,000

100

- 100

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度

100

定量的指標 単位 27年度

（１０６）地方バス路線の維持率

-

- 32
定量的指標

15

-

- -

年度年度

中間目標 目標年度
27年度

実績値 件 -

単位

98.3

-

目標年度

- 年度 32 年度

- 100目標値 %

年度

中間目標

29年度
中間目標 目標年度

98.6 98.5

中間目標 目標年度

-

目標値

（１０４）地域公共交通網再編実施計画の認定件数

- -

（１０５）バスロケーションシステムが導入された系統数

実績値 系統

施策 ２７．地域公共交通の維持・活性化を推進する

政策 ８．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度

測
定
指
標

% 100 96 100 -

-

（１０７）航路、航空路が確保されている有人離島の割合
（航路）

実績値

- 年度

-

目標値 % - - -

32 年度

（１０７）航路、航空路が確保されている有人離島の割合
（航空路）

実績値

28年度

700

定量的指標 単位 27年度

年度 32 年度

- - -



事業番号 事業名所管府省名

○

-

国と地方の適切な役割分担のもと、生活交通の存続が危機
に瀕している地域等の移動手段の確保・維持等を支援する
ものである。

○

評　価項　　目

地域の生活交通を巡る厳しい現状を踏まえれば、地域の生
活交通の確保は待ったなしの全国的な課題となっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

引き続き、地域の多様な関係者が主体的に策定した計画に基づく取組みについて、効率的かつ効果的に必要最低限の支援としつつ、予算の
適正な執行に努める。

本事業は、地域の多様な関係者による協議会が主体的に策定した計画に基づく取組みについて、効率的かつ効果的に必要最低限の支援を
行うものであり、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に基づき適正に実施している。

○

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

一般競争や企画競争により業者を決定するなど、競争性の
ある方法により適切に選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

存続が危機に瀕している地域等における移動手段の確保・
維持に関して、地方バス路線の維持率等を目標として定め
るとともに、生活交通の確保等を目的として策定される全国
各地域の計画に基づく取組みについて、着実に支援してい
る。

各年度に必要となる経費を支出している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

各年度に必要となる経費を支出している。

当該事業の目的に沿った成果目標及び成果実績となってい
る。

○

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に基づ
く補助対象事業の基準を満たす事業であって、地域の多様
な関係者による議論を経た地域の生活交通の計画に基づき
実施される取組みを支援するものである。

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

本事業の活用による地域の取組みに対する支援で、存続が
危機に瀕している地域の生活交通の確保・維持等が可能と
なっており、活動実績は概ね見込みどおりである。

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、交通圏全体を見据えた地域公共交通ネットワーク再構築に向けた先行的な取組を支援する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

執
行
等
改

善

限られた予算の中で真に必要な事業への効果的な予算執行と事業評価を実施しつつ、交通圏全体を見据え、まちづくり等の地域戦略と一体と
なった地域公共交通ネットワークの再構築に向けて、より効果的かつ効率的な支援を図ること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

事
業
内
容

の

一
部
改
善

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

55 平成25年度 288

平成26年度 279 平成27年度 285 平成28年度 294

平成22年度 - 平成23年度 新23-1006 平成24年度

平成29年度 国土交通省 0284



※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

国土交通省

２２，２７４百万円

（地域公共交通確保維持改善事業の実施）

事務経費等

５百万円

（諸謝金、委員等旅費、職員の出張旅費）

Ａ．補助金交付要綱に定める

補助対象事業者

（１，３５６機関）

２２，０９５百万円

【補助金等交付】

生活交通の存続が危機に瀕している地域等にお

いて、地域の特性・実情に最適な移動手段が提

供され、また、バリアフリー化やより制約の少な

いシステムの導入等移動に当たっての様々な障

害の解消等がされるよう、地域公共交通の確保・

維持・改善を支援。

Ｂ．民間会社等

（４社）

３３百万円

【随意契約（企画競争）等】

本事業のフォローアップ等、地域公共交通に係る

施策の検討に資するための調査を実施。

Ｃ．地方支分部局

（１１機関）

１４１百万円

本事業のフォローアップ等、地域公共交通に係る

施策の検討に資するための調査を実施。

諸謝金、委員等旅費、職員の出張旅費

事務経費等

３４百万円

（諸謝金、委員等旅費、職員の出張旅費）

Ｄ．民間会社等

（１０９社）

１０７百万円

【随意契約（企画競争）等】

本事業のフォローアップ等、地域公共交通に係る

施策の検討に資するための調査を実施。



　

支出先上位１０者リスト

A.

チェック

東日本旅客鉄道
（株）

東日本旅客鉄道
（株）

東日本旅客鉄道
（株）

東日本旅客鉄道
（株）

東日本旅客鉄道
（株）

東日本旅客鉄道
（株）

十島村

十島村

奄美海運（株）

三重交通（株）

三重交通（株）

三重交通（株）

鹿児島交通（株）

12

A.東日本旅客鉄道（株）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） 16

金　額
(百万円）

地域公共交通フォローアップ調査

使　途

補助金

B.復建調査設計（株）
金　額

(百万円）

773

費　目 使　途

計 773 計 12

雑役務費 地域公共交通フォローアップ調査 16 雑役務費 地域公共交通フォローアップ調査

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費地域公共交通バリア解消促進等事業

費　目

C.中部運輸局 D.（株）オリエンタルコンサルタンツ

費　目 使　途

職員旅費 職員の出張旅費 4

計 20 計 16

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

11

5 - -

- -

4

8

7

6

1

10

-

9011001029597

9011001029597

9011001029597

9011001029597

1000020463043

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1000020463043

5340001000357

2

3

- -

法　人　番　号

9011001029597

9011001029597 559

13

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7190001001047

7190001001047

7190001001047

地域公共交通バリア解消
促進等事業

地域公共交通バリア解消
促進等事業

地域公共交通バリア解消
促進等事業

地域公共交通バリア解消
促進等事業

地域公共交通バリア解消
促進等事業

地域公共交通バリア解消
促進等事業

-

- -12 15

302 - -1340001005252

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

131

65

10

216

481

320

60 補助金等交付

- -

345

-

- -

補助金等交付5

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付 -

- -

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

地域交通確保維持事業

地域交通確保維持事業

地域交通確保維持事業

地域交通確保維持事業

地域交通確保維持事業

地域交通確保維持事業

地域交通確保維持事業

3



B

C

沖縄総合事務局 2000012010019
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

10

中国運輸局 2000012100001
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

13

東北運輸局 2000012100001
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

12

北陸信越運輸局 2000012100001
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

12

北海道運輸局 2000012100001
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

18

九州運輸局 2000012100001
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

18

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

鹿児島交通（株）

鹿児島交通（株）

北近畿タンゴ鉄道
（株）

14

-

- -

- -

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付 -

17

27

東海汽船（株）

東海汽船（株）

北海道中央バス
（株）

276

4

-

1340001005252

1340001005252

2130001042043

2130001042043

3

214

四日市市

地域交通確保維持事業

地域公共交通バリア解消
促進等事業

地域交通確保維持事業

18

- -補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

3010401020097

4430001050451

-
北近畿タンゴ鉄道
（株）

21

22

-

23 -

地域公共交通バリア解消
促進等事業

地域交通確保維持事業

地域交通確保維持事業19

20

15

16

3010401020097

264

-

- -

-補助金等交付

地域公共交通バリア解消
促進等事業

4430001050451

5250002013409

5250002013409

6000020242021

13

235

39

地域交通確保維持事業

地域交通確保維持事業

地域交通確保維持事業 -

24

-
北海道中央バス
（株）

萩海運（有）

萩海運（有）

2

99.9％

(株)価値総合研究所 3010401037091
地域公共交通フォローアッ
プ調査

10

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

復建調査設計（株） 4240001010433
地域公共交通フォローアッ
プ調査

12
随意契約

（企画競争）
5

随意契約
（企画競争）

3 100％

エム・アール・アイ
リサーチアソシエイツ
（株）

7010001012532
地域公共交通フォローアッ
プ調査

10
随意契約

（企画競争）
5 99.9％

4

5

（株）ライテック 7011101057995
地域公共交通フォローアッ
プ調査

0.9
随意契約
（少額）

- 90.1％

パシフィックリプロ
サービス（株）

4013401004952
地域公共交通フォローアッ
プ調査

0.6
随意契約
（少額）

- 94.8％

3

4

1

2

中部運輸局 2000012100001
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

21

7

8

5

6

四国運輸局 2000012100001
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

13

9

10

関東運輸局 2000012100001
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

11

近畿運輸局 2000012100001
地域公共交通に係る施策
の検討に資するための調
査等、事務費

12

269

73

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

- -補助金等交付地域交通確保維持事業



D

（株）バイタルリード 3280001003731
地域公共交通フォローアッ
プ調査

4
随意契約

（企画競争）
1 98.8％

(特非)ＳＣＯＰ 6100005006299
地域公共交通フォローアッ
プ調査

4
随意契約

（企画競争）
3 99.9％

日本工営（株） 2010001016851
地域公共交通フォローアッ
プ調査

3
随意契約

（企画競争）
2 99.7％

日本工営（株） 2010001016851
地域公共交通フォローアッ
プ調査

0.6
随意契約
（少額）

- 98.4％

（一財）計量計画研
究所

5011105004806
地域公共交通フォローアッ
プ調査

5
随意契約

（企画競争）
5 100％

(公財)豊田都市交通
研究所

2180305006581
地域公共交通フォローアッ
プ調査

9
随意契約

（企画競争）
1 99.8％

(一社)システム科学
研究所

1130005012828
地域公共交通フォローアッ
プ調査

7
随意契約

（企画競争）
1 100％

日本工営（株） 2010001016851
地域公共交通フォローアッ
プ調査

4
随意契約

（企画競争）
2 99.9％

(一社)北海道開発技
術センター

2430005010809
地域公共交通フォローアッ
プ調査

5
随意契約

（企画競争）
1 100％

(一社)北海道開発技
術センター

2430005010809
地域公共交通フォローアッ
プ調査

3
随意契約

（企画競争）
1 100％

(一社)北海道開発技
術センター

2430005010809
地域公共交通フォローアッ
プ調査

0.6
随意契約
（少額）

- 100％

（株）オリエンタルコン
サルタンツ

4011001005165
地域公共交通フォローアッ
プ調査

9
一般競争契約
（総合評価）

- 100％1

4

5

2

3

（株）オリエンタルコン
サルタンツ

4011001005165
地域公共交通フォローアッ
プ調査

7
随意契約

（企画競争）
2 99.9％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

(一社)北海道開発技
術センター

2430005010809
地域公共交通フォローアッ
プ調査

0.5
随意契約
（少額）

- 100％

12

13

10

11

(一社)システム科学
研究所

1130005012828
地域公共交通フォローアッ
プ調査

0.8
随意契約
（少額）

- 91.1％

(一社)システム科学
研究所

1130005012828
地域公共交通フォローアッ
プ調査

1
随意契約

（企画競争）
1 99.9％

16

17

14

15

（株）日本能率協会
総合研究所

5010401023057
地域公共交通フォローアッ
プ調査

7
随意契約

（企画競争）
4 99.7％

18

19

（株）バイタルリード 3280001003731
地域公共交通フォローアッ
プ調査

0.7
随意契約
（その他）

- 100％

（株）日本総合研究
所

4010701026082
地域公共交通フォローアッ
プ調査

6
随意契約

（企画競争）
6 99.6％



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 88% 81%

30年度
活動見込

31年度
活動見込

8

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

交通政策基本計画 http://www.mlit.go.jp/common/001069503.pdf
総合政策局等各局調べ

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　　/

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
交通政策基本法　第8条等

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- 8 9

27年度 28年度 29年度

活動実績

29年度

百万円/件

交通政策基本計画の進捗状況の報告（交通政策白書
の作成）及びモード横断的な調査

5.4

件

64.3百万円/8件 54.4百万円/8件

30年度活動見込

- 8

67

各種施策の進捗状況を把
握し、交通政策基本計画に
記載の数値指標における
目標値を達成した割合を１
００％とする。

実施方法

27年度

％

交通政策基本計画の実現による交通政策の総合的な推進 担当部局庁 総合政策局公共交通政策部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 参事官（総合交通） 小熊　弘明

事業名

会計区分

30年度

翌年度へ繰越し

計

29年度

その他の事項経費

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

交通政策基本計画の各施策の進捗状況について、適切にフォローアップを行うとともに、その結果を踏まえ、鉄道、自動車、航空等のモード横断的な目標を
達成するため、特に取組の強化が必要な施策の推進に向けて調査・検討を実施。

交通政策基本計画に記載
の数値指標における目標
値を達成した割合

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

61

単位

関係経費／報告件数及び調査項目の件数

単位当たり
コスト

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

交通政策基本法が提示する交通政策の長期的な方向性や、「国土形成計画」や「社会資本整備重点計画」、「観光立国推進基本計画」、「国土強靱化基本計
画」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等とも連携・整合を図つつ、交通政策基本計画に定めた具体的な取組について、総合的かつ計画的に着実に推進
していく。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成３０年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 67 61 56 65

59 49.6

執行率（％） - 88% 81%

- 6 7

-

28年度

４９百万円/９件

-

100

-

交通政策基本計画

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

-

12.9 17.2

-

- -

-

-

56 65

関係する
計画、通知等

達成度

6.4

-

-

年度 年度32

6.8

27年度

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

0.1

1.9

30年度当初予算

54.4

0.5

0.3

0.5

0.4

56計

主な増減理由

交通政策基本計画における施策の推進のため、新たな調査業宇等を
行うため。

31年度要求

65

事業番号 0292

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

地域公共交通維持・活性化
推進調査費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

その他

63

0.1

▲0.1



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

100

目標年度

- 年度 30

- -- -

％ 100

単位 27年度 28年度

23 -

目標値 件

29年度
中間目標

28年度 29年度

100 -

-

32

-

16,165 20,196 - - -

目標値 系統 -

％実績値

-

- 年度

定量的指標
年度

％ -

17,000

100

- 100

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度

100

定量的指標 単位 27年度

地方バス路線の維持率

- -

- 32
定量的指標

15

-

- -

年度年度

中間目標 目標年度
27年度

実績値 件 -

単位

98.3

-

目標年度

- 年度 32 年度

- 100目標値 ％

年度

中間目標

29年度
中間目標 目標年度

98.6 -

中間目標 目標年度

-

目標値

地域公共交通再編実施計画の認定総数

- -

バスロケーションシステムが導入された系統数

実績値 系統

施策 ２７　地域公共交通の維持・活性化を推進する

政策 ８．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度

測
定
指
標

％ 100 96 100 -

-

航路、航空路が確保されている有人離島の割合（①航
路）

実績値

- 年度

-

目標値 ％ - - -

32 年度

航路、航空路が確保されている有人離島の割合（②航
空路）

実績値

28年度



係

27.1 28.6

362 516

6 8

28年度 29年度
中間目標 目標年度

- 年度

実績値 市町村

32 年度

デマンド交通の導入数

- - -

目標値 市町村

35

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度
中間目標 目標年度

- 年度 32 年度

ＬＲＴの導入割合（低床式路面電車の導入割合）

実績値 ％ 30.4 - -

目標値 ％ - - - -

鉄道事業再構築実施計画（鉄道の上限分離等）の認定
件数

実績値 件 9 - -

目標値 件 - - - - 10

28年度 29年度定量的指標 単位 27年度

測
定
指
標

中間目標 目標年度

-

700

定量的指標 単位 27年度

年度 32 年度

- - - -



事業番号 事業名所管府省名

○

交通政策については、交通政策基本法に基づき、関係者と
も協働しつつ、国が責任を持って推進する必要があるとされ
ている。

○

評　価項　　目

豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現という観点
からも、社会的ニーズは高いものであると考える。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

・交通政策白書作成や交通政策審議会交通体系分科会計画部会における委員からの指摘等も踏まえ、交通政策基本計画の進捗を確認しつ
つ施策を推進する。

・交通政策基本法に基づき策定した交通政策基本計画を着実に推進することが必要であり、本計画の実現性を担保するために、施策の実施
状況について適切なフォローアップを行えるようにする。

○

調査結果を関係事業者へ周知する等して、十分な活用を
図っている

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

執行分は、企画競争入札等を用いて競争性を確保した手段
により実施しており、実行性の高い手段をとっている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

1件1者応札となっているが、その他の業務について複数者
の応札となっており、競争性は確保されている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

交通政策基本計画を着実に推進するためには、各種施策の
進捗状況を適切にフォローアップする必要があるため、本事
業を実施する。

競争入札により最も経済的な事業者による執行を実施。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

1者応札について、理由を分析し競争性が確保されるよう努めること。また交通政策基本計画の適切なフォローアップを継続して行い、効率的に執
行できるよう努めるとともに、次期計画を見据えながら、昨今の交通分野における課題について幅広く調査・検討を進めるべき。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

業務毎に当該業務を専門とする事業者に発注することで、コ
スト削減や効率化を図っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

交通政策基本計画の計画期間である平成32年度において、
成果実績の確認を行う。

○

事業目的に即した費目・使途となっている。

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初の見込み通りであり、良好である

‐

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

一社応札については、対象企業が応札しなかった理由（公告期間や時期等）について分析し、今後の対応策について検討する。効率的な執行お
よび次期計画を見据えた昨今の交通分野における課題については、交通政策審議会交通体系分科会計画部会における委員からの指摘等を踏
まえて、適切なフォローアップおよび課題分析を行っていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

年
度
内
に

改
善
を
検

討

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度 新28－0022

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成29年度 国土交通省 　

国土交通省

49百万円

民間企業

49百万円

【公募・委託（一般競争・企画競争】

事務費

1百万円

• 諸謝金

• 職員旅費

• 委員等旅費

• 交通政策基本計画の適切なフォローアップに

必要な調査検討業務を実施

• 鉄道、自動車、航空等のモード横断的な目標

• 事業の企画立案

• 事業全体の総括

A.民間事業者等（7法人）49百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

チェック

社会システム(株)

（株）ＮＴＴドコモ

株式会社ボックタック

A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

使　途

B.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

費　目

9

4 70.4％

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

5 2 82.7％

99.4％

4

8

7

6

1

58.8％

5010401023057

7010001012532

9010001001855

3011101040658

1013201015327

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1010001067912

6010801013029

2

3

3 85.9％

法　人　番　号

5010401023057

5010401023057 5.1

5 68.2％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

地域公共交通における
サービスレベルの見える化
の関してアンケート等によ
る現状の整理を行った。

高速バス等の利用促進に
向けて実証的な取組が想
定される地域に対し、助
言、調整、支援等を行い、
課題やその解決策を整理

公共交通機関を網羅した
経路検索に資する情報の
共有化に向けた調査・検討
を行った。

人口減少・少子高齢化又は
それ以外の事実等が交通
に与える影響に関する調査
し、課題を整理

平成29年版交通政策白書
の市販版の印刷、製本、販
売及びＳＧＭＬデータ等を
作成した。

ビッグデータの活用による
交通計画等策定支援に関
して検討を行った。

2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

9.2

4.2

14

1

0.7

2.6

13 33.4％

一般競争契約
（最低価格）

7.5

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

随意契約
（企画競争）

100％

1 96.4％

2

随意契約
（少額）

一般競争契約
（最低価格）

エコ通勤に係る啓発ツール
の作成、プロモーション強
化方策の調査及び認証制
度の活性化に向けての検
討を行った。

地域公共交通政策を担当
する地方運輸局及び地方
公共団体職員に対して、業
務に必要な基礎的な知識
を場所と時間を選ばないオ
ンラインの形式で提供でき
る環境の構築を検討するた
め、短期間のパイロット講
座を開講した。

地域公共交通活性化事例
公表ホームページの改修
業務を行った。

4.8（株）KCS

勝美印刷(株)

エム・アール・アイリ
サーチアソシエイツ
(株)

(株)日本能率協会総
合研究所

(株)日本能率協会総
合研究所

(株)日本能率協会総
合研究所



（ ）

0.8

8

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄との誤差
が生じている。

31年度要求

0.2

事業番号 0293

-

30年度当初予算

0.7

8

0.2

0.1

9 9

2

27年度

年度32

交通政策基本計画（平成27年2月13日閣議決定）
地域公共交通網形成計画

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

51.7 73.7

700

516 535

700 700

600

9 9

関係する
計画、通知等

達成度

362

30

700

年度

700

7,304千円/3,420件

28年度

3,000 3,500 4,500

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 市町村

平成３０年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

10 10 9 9 9

7 7

執行率（％） 80% 70% 78%

平成１８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

少子高齢化や過疎化の進展等により地域住民のニーズに適した多様な輸送サービスの提供が求められており、地域交通の実現のために各地域ごとに開催
される協議会等に参画し、関係者への助言、情報提供等の充実を図り、実効性を高める。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

市町村

8

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

9

単位

執行額／協議会参加回数

単位当たり
コスト

28年度

地域公共交通について、地域のニーズに適したコミュニティーバスや乗合タクシー等の実施にあたり、地方公共団体が主宰する協議会等に、地域交通に関す
る専門的な知識等を有する地方運輸局等職員が構成員として参画し、関係者への助言、情報提供等を行うことにより、安全で、きめ細やかな交通サービスの
提供の実現に向けた実効性のあるサービス改善対策等を推進する。

10

- -

デマンド交通の導入市町村
数

-

新たな自動車旅客運送業務の取り組みにおける体制の強化 担当部局庁 自動車局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 旅客課 金指　和彦

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

31年度要求

予算
の状
況

10

デマンド交通の導入市町村
数を平成32年度に700まで
引き上げる。
※平成26年度（目標設定
時）の実績は338

実施方法

27年度

％

件

  6,983千円/4,418件 8.996千円/5，000件

30年度活動見込

2 2

協議会等への参加数
活動実績

29年度

千円/件

3,420 4,418

27年度 28年度 29年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

道路運送法施行規則第9条の2、第15条の4、第51条の
7、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第6
条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

件

計算式 　　/

単位

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土交通省自動車局調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

80% 70% 78%

30年度
活動見込

31年度
活動見込

5,000



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度

成果実績

目標値

達成度 ％

年度 年度

達成度 ％

施策 ２７　地域公共交通の維持・活性化を推進する

政策 ８　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

各地域ごとに開催される協議会等に参画し、関係者への助言、情報提供等の充実を行うことで、交通サービス改善対策等を推進し、地域公共交通の
維持・活性化を推進する。

ＫＰＩ
（第一階層）

改革
項目

分野：

年度 年度
K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

単位
年度

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

計画開始時
29年度 30年度

目標値

中間目標 目標最終年度

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

地域公共交通の維持・活性化にかかる会議に国が参画し、
関係者への助言、情報提供等を行うことにより、実効性のあ
るサービス改善対策等を推進している。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

会議へ参加する際は、支出経費等を厳しく精査し、限られた
予算の範囲で効率的な執行を行うことで、コスト縮減に努め

地域公共交通の維持・活性化にかかる会議に国が参画し、
関係者への助言、情報提供等を行うことにより、実効性のあ
るサービス改善対策等を推進している。

○

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

少子高齢化や過疎化の進行等により地域のニーズに適した
多様な輸送サービスが求められており、地域公共交通の維
持・活性化を推進する当該事業は優先度が高い事業であ
る。

会議へ参加する際は、支出経費等を厳しく精査し、限られた
予算の範囲で効率的な執行を行うことで、コスト縮減に努め
ている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

各種協議会等への参加について、引き続き実効性・効率性を高め、経費の合理化に努めていく。

地域公共交通のアドバイザーとして、全国の各種協議会等へ積極的に参加し、関係者へ有効な助言・情報提供等を行った。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

地域公共交通の維持・活性化を推進しているため。

各種協議会には、専門的な知識等を有する職員の参画が求
められており、行政が主体となって実施する必要がある。

○

‐

事業番号 事業名所管府省名



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

284 平成25年度 289

平成26年度 280 平成27年度 286 平成28年度 295

平成22年度 296 平成23年度 273 平成24年度

平成29年度 国土交通省 　 0286

事
業
内
容

の

一
部
改
善

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

全国の各種協議会等への参加について、参加件数は増加傾向にあるが、ウェブでの配信または参加（ウェビナー）などの検討を含め、引き続実効
性・効率性を高め、経費の合理化に努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

年
度
内
に

改
善
を
検

討 今後とも、ウェブでの配信または参加（ウェビナー）などの検討を含め、引き続き実効性・効率性を高め、経費の合理化に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

国土交通省

７百万円
A.地方運輸局等（１１機関）

７百万円

協議会等への参加・調整



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0

E. F. 

費　目

計 0 計

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

職員旅費

費　目

計 1.7 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）

1.7

使　途

旅費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.関東運輸局

チェック



支出先上位１０者リスト

A.

協議会への参加

協議会への参加

協議会への参加

協議会への参加

0.6

その他

その他

その他

1.7

0.1

0.7

0.2

0.1

0 - -

0.3

- -

その他0.7

その他

その他

その他 -

- -

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2000012100001

協議会への参加

協議会への参加

協議会への参加

協議会への参加

協議会への参加

協議会への参加

-

契約方式等

その他

2000012100001

2000012100001

2

3

- -

法　人　番　号

2000012100001

2000012100001 1.7

10

-

2000012100001

2000012100001

2000012100001

2000012100001

2000012100001

入札者数
（応募者数）

落札率

6

1

8

7

9

- -

その他

その他

5 - -

- -

4

関東運輸局

九州運輸局

中部運輸局

近畿運輸局

東北運輸局

北陸信越運輸局

中国運輸局

北海道運輸局

四国運輸局

神戸運輸管理部



（ ）

　チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 87% 93%

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

3

-

3

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

離島航空路を運航している航空会社が、離島航空路線維持を目標に継続して運航を計画している路線数（運航路線は航空会社ＨＰ等で公表）
に基づく内部目標

自動車安全特別会計空港整備勘定

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

機

計算式 　　/

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
特別会計に関する法律附則第259条の5第2項

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

2 3 2

27年度 28年度 29年度

活動実績

29年度

百万円

当該年度における補助対象機数

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

2,241.7

機

5,576.4/3 2,761.5/3

30年度活動見込

2,648.7 1,858.8

6,423

航空機等購入費補助によ
り確保する離島航空路線
の計画数

実施方法

27年度

％

地域公共交通維持・活性化推進事業 担当部局庁 航空局航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室
航空事業課
地方航空活性化推進室

室長　藤林　健太郎

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

　離島航空路線に就航する航空機に対する航空機等購入費補助（購入に要する費用の45%（沖縄路線就航の場合は75%））及び衛星航法補強システム（Ｍ
ＳＡＳ）受信機購入費補助（購入に要する費用の45%（沖縄路線就航の場合は75%））の対策を講ずる。

- -

5,302

- -

- -

航空機等購入費補助によ
り確保された離島航空路線
数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

4,817

単位

当該年度執行額　／　当該年度補助対象機数

単位当たり
コスト

--

5,297

-

昭和４７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　離島航空路線は、離島住民や地域の生活及び経済活動にとって重要な役割を果たしており、地域の活性化と密接に関係していることから、地域的な航空
ネットワーク機能の維持・拡充を図るための方策を講ずる必要がある。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

路線
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 路線

平成３０年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

5,302 6,423 4,817 2,761 2,738

5,576 4,483

執行率（％） 100% 87% 93%

2 3 2

5,297.3/2

28年度

4483.4/2

-

-

-

-

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

100 100

54

54 56

56

100 -

57

-

- -

2,761 2,738

関係する
計画、通知等

達成度

54

30

54

年度 年度-

920.5

27年度

2,738

30年度当初予算

2,761

0

2,761

事業番号 0294

海洋政策

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

航空機等購入費補助金

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求

2,738

0



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と

の
関
係

事業番号 事業名所管府省名

○

比較的競争力が弱く、コスト面で割高な離島航空路線は、地
域的な航空ネットワークの維持、活性化及び就航率の確保
を図るため、国として一定の補助を実施する必要がある。

○

評　価項　　目

本事業により維持・拡充される離島航空路線は、離島住民や
地域の生活及び経済活動にとって重要な役割を果たしてい
る。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

今後の航空運送事業者の要望を踏まえて、航空運送事業者が保有する航空機等の更新計画を検討した上で実施していく。

航空運送事業者等と調整を図りながら、予定どおり航空機が納入できるように適切に事業が進められている。

‐

‐

購入された航空機は、路線計画どおり運航されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業により維持・拡充される離島航空路線は、離島住民や
地域の生活及び経済活動にとって重要な役割を果たしてお
り、優先度の高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

航空機等購入費補助により確保する離島航空路線に適した
機体であるか事前に関係者と調整している。

○

本事業による補助が無ければ経常損失が見込まれる離島航
空路線に就航する航空機等購入費に限定されている。

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

成果目標（航空機等購入費補助により確保された離島航空
路線数）が目標値（100％）を満たしており、目標は達成され
ている。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

国、地方自治体、航空運送事業者が応分の負担を行ってい
る。

国
費
投
入
の
必
要
性

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

離島住民や地域の生活及び経済活動にとって重要な役割を果たす離島航空路を維持することにより、地域公共交通ネットワークの維持活性化を推
進する。

事業所管部局による点検・改善

施策 27 地域公共交通の維持・活性化を推進する

政策 8 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

対象となる機材については、航空運送事業者等の要望に応えつつ、事業の効果が十分に見込まれる真に必要なものか確認し、より効果的な事業
に努めたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

離島住民の地域の生活及び経済活動のための交通基盤の維持という観点から優先度の高い事業であり、引き続き効果的な施策ができるよう執
行に努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

396 平成25年度 291

平成26年度 282 平成27年度 288 平成28年度 297

平成22年度 － 平成23年度 372 平成24年度

平成29年度 国土交通省 0288



※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

国土交通省

4,483百万円

[ 地域的な航空ネットワークの維持・拡充を図る ]

離島航空路線に係る補助

B. 航空運送事業者（１社）

1,472百万円

A. 航空運送事業者（１社）

3,011百万円

離島航空路線に就航する航空機の購入等を実施する



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

チェック

チェック

琉球エアーコミュー
ター株式会社

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1,472

A.琉球エアーコミューター株式会社

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

航空機等購入費補助金

使　途

地域公共交通
維持・活性化
推進費

B.日本エアコミューター株式会社
金　額

(百万円）

3,011

費　目 使　途

計 3,011 計 1,472

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

地域公共交通
維持・活性化
推進費

航空機等購入費補助金

費　目

C. D.

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

使　途

計

費　目 使　途

計 0

1

E. F. 

費　目

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0

金　額
(百万円）

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

- -

法　人　番　号

7360001002234 3,011

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

航空機等購入費補助金

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本エアコミューター
株式会社

1340001007760 航空機等購入費補助金 1,472 補助金等交付 -

計 0 計 0

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



（ ）

　チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 80%

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

2

-

2

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
地方航空路線維持を目標に継続して運航を計画している路線数（運航路線は航空会社ＨＰ等で公表）に基づく内部目標

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

路線

計算式 　　/

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - 2

27年度 28年度 29年度

活動実績

29年度

百万円

発地着地の両地域が主体的に連携して行う路線の維
持・拡充に係る取組のうち国が支援する路線数

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

30

路線

50/2

30年度活動見込

-

地方航空路線の維持・拡充
に係る情報を展開すること
により確保する地方航空路
線の計画数

実施方法

27年度

％

地方航空路線活性化プラットフォーム事業 担当部局庁 航空局航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
航空事業課
地方航空活性化推進室

室長　藤林　健太郎

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

・地方航空路線の維持・拡充に係る情報の展開として、自治体や地域の協議会等を集めた会議等の開催。また、ＨＰ等により取組事例等の情報発信を実
施。
・発地着地両地域が主体的に連携（ペアリング）して、航空路線の維持・拡充を行うため実証調査を行い、その実効性等を検証し、成果・効果を横展開する。

- -

-

- -

- -

路線の維持・拡充に係る情
報の展開により確保できた
地方航空路線数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

60

単位

予算数／路線数

単位当たり
コスト

-- -

平成２９年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

地方航空路線の維持・拡充のためには、地域の多様な関係者による主体的な取り組みを進め、他地域の事例のノウハウ共有、地域間の連携促進を図る必
要があることから、国として地域と地域をつなぐ場（プラットフォーム）を展開し、必要な情報発信等を実施する。また、地方航空路線の維持・拡充に係る継続
可能な取組の実証調査を実施し、成果・効果についても地域に横展開を図り、地方航空路線の維持・拡充を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

路線
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 路線

平成３０年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 60 50 51

48

執行率（％） - - 80%

- - 2

28年度

60/2

-

-

-

-

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

-

- 169

169

100 -

169

-

- -

50 51

関係する
計画、通知等

達成度

-

31

-

年度 年度-

25

27年度

51

30年度当初予算

50

0

50

事業番号 0295

地方創生

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

地域公共交通維持・活性化
推進調査費

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求

51

0



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と

の
関
係

事業番号 事業名所管府省名

○

地域間での対話・提案の場の不足等を解消するため、国が
主体的に場を設け必要な情報の共有・関係者の連携強化を
図ることが必要である。

○

評　価項　　目

地方航空路線の維持・拡充に向けて地域の協議会、自治体
等が実施している取組について、国が横展開、情報提供等
をすることにより、航空路線維持・拡充の施策に繋がる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

今後は自治体等の要望を踏まえ、地方航空路線の維持・拡充に係る必要な情報の発信を行うとともに、効果的な実証調査の実施に努める。

当該事業においては、競争性・透明性の確保を図るとともに、効果的な事業の実施に努めているところである。

○

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

随意契約であっても、可能な限り公募を行うなどして、競争性
及び透明性の確保に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地方航空路線を維持することは、地域の生活及び経済活動
にとって重要な役割を果たしており、必要な事業である。

実証調査は多くの関係者からなる協議会により取組内容を
議論し進められており、また、会議等に係る経費についても、
見合った水準であると考えられる。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績は成果目標を達成したものとなっている。

○

地方航空路線の維持・拡充のために真に必要な支出に限定
しており、妥当である。

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みどおり実施している。

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

地方航空路線の維持・拡充に係る継続可能な取組の実証調
査の一部の企画において、想定より利用者数が伸びず支出
額が減少したが、課題も把握でき、今後の改善につながる点
で有効だと考えられる。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

地方航空路線の維持・拡充のために地域の多様な関係者による主体的な取組を進めるため、他地域とのノウハウ共有、地域間連携促進、各地域の
取組事例等の発言及び横展開することにより、地域の航空ネットワークの維持・活性化が図られる。

事業所管部局による点検・改善

施策 27 地域公共交通の維持・活性化を推進する

政策 8 都市・地域交通等の快適性、利便性

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - )

活動指標と成果目標が結びついているのかが不明瞭。成果目標は単に維持されている地方航空路数を掲げているだけで、本事業により新たに確保された路線数
ではないように思える。

今後も、国としてノウハウ等を積極的に発信するとともに、全国に波及できるモデル的な取組の実証調査の支援に努め、効果的な執行が図られる
よう努める。
なお、地方航空路線の維持・拡充については、各地域が多様な関係者とともに主体的に取り組んでおり、また、地域経済や航空会社の経営状況な
どの様々な要因が関係することから、本事業の直接的な効果を把握することは難しいが、会議の場において各地域の満足度を調査することなどに
より、効果の把握に努めることとする。

関連する過去のレビューシートの事業番号

執
行
等
改
善

施策の効果のより適切な把握に努めるとともに、限られた予算の中で効果的な予算執行をしつつ、モデル的な調査として全国に波及させることが
できるような内容の確定に努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

事
業
内
容

の

一
部
改
善

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成29年度 国土交通省 新29 0017



※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

国土交通省

47百万円

・関係者連絡会議事務局 運営

・ＨＰ等の作成

・取組の効果計測等に係る分析

・ 地域間の連携による取組に

係る実証調査

Ａ．民間企業（5社）

8百万円

Ｂ．任意団体（2団体）

39百万円

【随意契約】 【実証調査委託】

報告書の作成調査委託



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

チェック

(株)FFGビジネスコン
サルティング

全国地域航空システ
ム推進協議会

全国地域航空システ
ム推進協議会

(株)オーエムシー

(株)謄栄社

24

A.(株)FFGビジネスコンサルティング

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

取組の実施に係る経費

使　途

コンサルタント
経費

B.長崎県空港活性化推進協議会
金　額

(百万円）

6

費　目 使　途

計 6 計 24

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

取組経費取組事業の評価分析

費　目

C. D.

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

使　途

2 98.1％

計

5 2 100％

4

費　目 使　途

7

計 0

6

1

E. F. 

費　目

9011101039249

8010001024865

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0

金　額
(百万円）

G. H.

2

3

費　目 使　途
金　額

(百万円）

1 99.4％

法　人　番　号

9290001032550 6

2 91.2％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

実証調査に係る分析

事務局運営

事務局運営

ホームページ作成

パンフレット印刷

2

2

-

天草空港利用促進
協議会

実証調査事業の委託 15

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

長崎県空港活性化
推進協議会

5700150061477 実証調査事業の委託 24
随意契約
（公募）

1

随意契約
（公募）

1 -

4

計 0 計 0

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

0.9

0.8

0.5

随意契約
（少額）

0.4

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

52％



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 39%

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

27

-

27

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成 29 年度予算概算要求に係る政策アセスメント(http://www.mlit.go.jp/common/001143211.pdf)

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

空港

計算式 百万円/空
港

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - 27

27年度 28年度 29年度

活動実績

29年度

百万円 -

「訪日誘客支援空港」認定空港数

37

空港

- 1000/27

30年度活動見込

-

-

訪日誘客支援空港への入
国外国人数
２００万人（平成３２年度）

実施方法

27年度

％

地方空港受入環境整備事業 担当部局庁 航空局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 総務課 政策企画調査室 室長　竹内　大一郎

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

　国際線誘致に積極的に取り組む地域に所在する地方空港を「訪日誘客支援空港」と認定し、それぞれの空港の実情に応じて、当該空港に新規就航・増便
する航空会社に対して、国際線着陸料や新規就航等経費の１／３を補助する。
　また、上記「訪日誘客支援空港」（拡大支援型）を優先的な対象として、空港ビル会社等に対して航空旅客の受入環境高度化に係る費用の1/3を補助す
る。

- -

-

- -

▲ 435 -

訪日誘客支援空港への入
国外国人数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

1,000

単位

予算額／認定空港数

単位当たり
コスト

435- -

平成２９年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

「明日の日本を支える観光ビジョン」に掲げる２０２０年４０００万人等の目標の達成のため、首都圏空港などの大規模空港の機能強化だけでなく、地方発着
の国際線を充実させ、「地方イン・地方アウト」の流れを創出する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

万人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 万人

平成３０年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 565 1,435 800

394

執行率（％） - - 70%

- - 20

-

28年度

1000/27

-

200

-

明日の日本を支える観光ビジョン

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

-

- 135

-

68 -

-

-

- -

1,000 800

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度32

37

27年度

-

30年度当初予算

1,000

0

1,000

31年度要求

事業番号 0296

800

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

地方空港受入環境整備事
業補助金

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

800

0



工事の施工に伴い発生した状況変化等により、やむを得なく
計画を見直したことによるものであり、妥当である。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・

財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ

ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と

の
関
係

事業番号 事業名所管府省名

○

国として、空港の管理形態問わず支援することで、航空ネット
ワークの拡充が図られ、また我が国全体の訪日外国人旅行
者の受入の底上げをはかることができる。

○

評　価項　　目

「明日の日本を支える観光ビジョン」に掲げられた２０２０年ま
でに４０００万人等の目標実現のため対応が必要。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

‐

‐

整備された施設等は、国際線の受入拡大や旅客の利便性向
上に貢献している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「明日の日本を支える観光ビジョン」に掲げられた２０２０年ま
でに４０００万人等の目標実現や地方創生の実現のために
必要。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

新規就航・増便への支援については、国際線就航の蓋然性
が高い訪日誘客支援空港（拡大支援型）に対象を絞っている
ところ。また、旅客の受入環境高度化についても、訪日誘客
支援空港（拡大支援型）を優先的に採択している。

事業実施により、国際線の新規就航・増便が促進され、入国
外国人数も増加するため、成果実績は成果目標に見合った
ものになっている。

○

施策に真に必要なものに対して支出を行っている。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は、ほぼ見込みに見合ったものであった。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

新規就航・増便への補助は地方公共団体等との協調を前提
としているものであり、受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により、地方空港への国際線就航が促進されるとともに、今後、増大することが見込まれる航空旅客を受け入れる際のボトルネック解消により
受入環境高度化が図られるため、地域公共交通の維持・活性化の推進に寄与する。

事業所管部局による点検・改善

施策 27 地域公共交通の維持・活性化を推進する

政策 8 都市・地域交通等の快適性・利便性の向上

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



( - )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　チェック

23

A.タイガーエア台湾

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

既に平成32年度の目標値を平成29年度で達成しているように読めるが、この成果が本事業による支援空港として認定したことと直結しているのかは、検証は必
要。

外部有識者の所見を踏まえ、訪日誘客支援空港（訪日外国人旅客規模が他空港よりも突出している那覇空港を除く）に特化した成果目標を設定
することで、本事業による支援効果について、より適切な把握に努める。また、各認定空港の国際線誘致の取組状況等については、毎年度フォ
ローアップを行うこととしており、当該結果を踏まえた効率的・効果的な予算確保・執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

グランドハンドリング経費

使　途

国際線の新規
就航又増便に
必要となる着
陸料補助

執
行
等
改

善

本事業による支援効果についてより適切な把握に努めるとともに、今後も各空港の国際線誘致の取組の進捗に応じたより効率的・効果的な予算
確保・執行を行うよう努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

B.ジンエアー
金　額

(百万円）

事
業
全
体

の

抜
本
的
な

改
善

点
検
・
改
善
結
果

4

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費　目 使　途

計 4 計 23

施設整備補助 国際線ランプバス利用者待合施設の整備 192

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

国際線の新規
就航又増便に
必要となる経
費補助

着陸料

費　目

C.福岡空港ビルディング（株） D.

費　目 使　途

点検結果

施設整備補助
国際線バゲージハンドリングシステムの整
備

22

計 214 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

地方空港への国際線就航便促進に向けて、引き続き、効率性を高めつつ、適正な予算の執行に努める。

新規就航・増便への支援については、国際線就航の蓋然性が高い訪日誘客支援空港（拡大支援型）に対象を絞り、また、旅客の受入環境高度
化についても、訪日誘客支援空港（拡大支援型）を優先的に採択している。また、平成29年度末に、各認定空港に対し平成29年度の取組の進
捗状況等のフォローアップを行い、当該結果を予算の採択に反映するなど、真に必要なものに対して効率的に支出を行っている。

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成29年度 国土交通省 新29 0018

国土交通省３９４百万円（平成２９年度）

地方空港受入環境整備事業の実施

【補助】

Ａ.航空運送事業者（９社）

９百万円（平成２９年度）

Ｂ.航空運送事業者（１０

社）

５６百万円（平成２９年度）

Ｃ．航空旅客ターミナル施設を設置し、若しく

は管理する者又は地方公共団体

（６社）

３２８百万円（平成２９年度）

国際線の新規就航・増便

（着陸料関係）

国際線の新規就航・増便

（経費関係）
旅客の国際線受入環境

高度化



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

北九州エアターミナ
ル（株）

5290801000669
国際線用エプロンルーフの
整備及びパッセンジャース
テップ車の購入

21 補助金等交付 - - -

青森空港ビル（株） 8420001000081
国際線出国待合施設及び
バゲージハンドリングシス
テムの整備

3 補助金等交付 - - -

新千歳空港ターミナ
ルビルディング（株）

7430001073986
国際線ランプバス利用者待
合施設の整備

45 補助金等交付 - - -

帯広空港ターミナル
ビル（株）

5460101000261
国際線用ボーディングブ
リッジの整備

29 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

タイガーエア台湾

Peach・Aviation株式
会社

大韓航空

キャセイパシフィック
航空

チャイナ　エアライン

奥凱航空

遠東航空

コリアエクスプレスエ
ア

済州航空

- - -

国際線の新規就航・増便
（経費関係）

3 補助金等交付 - - -

エバー航空

イースター航空 4700150015285
国際線の新規就航・増便
（経費関係）

1

5700150005005
国際線の新規就航・増便
（経費関係）

1 補助金等交付 - - -

大韓航空

奥凱航空 -
国際線の新規就航・増便
（経費関係）

3 補助金等交付 - - -

6700150004988

補助金等交付

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

5 - -

- -

4

8

7

6

1

-

6700150004988

2700150004653

8700150001166

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

-

9700150023671

2

3

- -

法　人　番　号

7120101047384

1700150005000 4

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

国際線の新規就航・増便
（着陸料関係）

国際線の新規就航・増便
（着陸料関係）

国際線の新規就航・増便
（着陸料関係）

国際線の新規就航・増便
（着陸料関係）

国際線の新規就航・増便
（着陸料関係）

国際線の新規就航・増便
（着陸料関係）

-

-

2

-

シルクエアー 8700150086488
国際線の新規就航・増便
（経費関係）

7

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ジンエアー 2700150032646
国際線の新規就航・増便
（経費関係）

23 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

遠東航空 -
国際線の新規就航・増便
（経費関係）

5 補助金等交付 - - -

6

7

4

5

香港ドラゴン航空 9700150073717
国際線の新規就航・増便
（経費関係）

5 補助金等交付 - - -

10

8

9

タイガーエア台湾 1700150005000
国際線の新規就航・増便
（経費関係）

2 補助金等交付 - - -

済州航空 9700150023671
国際線の新規就航・増便
（経費関係）

5 補助金等交付 - - -

3

4

1

2

福岡空港ビルディン
グ（株）

6290001016044
国際線ランプバス利用者待
合施設及びバゲージハンド
リングシステムの整備

214 補助金等交付 - - -

5

6

大分航空ターミナル
（株）

2320001008421
国際線出国待合施設及び
バゲージハンドリングシス
テムの整備

16 補助金等交付 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1.5

1.5

0.6

0.1

0.1

-0.1

- -

補助金等交付0.4

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付 -

- -

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

国際線の新規就航・増便
（着陸料関係）

国際線の新規就航・増便
（着陸料関係）

国際線の新規就航・増便
（着陸料関係）

0.3


